
基本仕様書 

 

1. 委託事業名 

台湾への食の販路拡大事業業務委託 

 

2. 目的及び事業概要 

 日本における少子高齢化により国内需要の低下が懸念される中、日本食人気が

上昇している海外に向けて、熊本の農水産物や食品の更なる輸出拡大を推進す

る。 

 本事業では、半導体関連企業の熊本進出で交流が盛んな台湾に向けて、熊本の

食の魅力発信並びに輸出拡大を推進する。 

 

3. 履行場所(事業範囲) 

熊本県及び台湾ほか 

 

4. 参加事業者募集範囲 

 熊本県内に主たる営業所がある農業者や食品関連事業者等とする。ただし、熊

本市及び熊本連携中枢都市圏（※）に主たる営業所がある事業者を優先する。 

※熊本連携中枢都市圏の構成市町村は、熊本市、菊池市、宇土市、宇城市、阿蘇

市、合志市、美里町、玉東町、大津町、菊陽町、高森町、西原村、南阿蘇村、御

船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町、山鹿市、玉名市。 

 

5. 業務委託期間 

契約締結の日から令和７年（２０２５年）３月１４日(金)まで 

 

6. 提案上限額 

３，０００千円 

※上記提示額は、提案に当たっての目安（上限）となる額であり、契約額は別途

設定する予定価格の範囲内で決定することとなるため、提示した額とは必ずしも

一致しない。 

 

7. 業者選定 

本委託事業の受託候補者は、公募型プロポーザル方式により選定する。 

 

8. 委託業務に係る留意事項 



(1) 事業の一部または全部の実施が不可能と判断されたときは、協議のうえ内容

を変更する場合がある。 

(2) 本委託事業の実施に必要となる経費については、全て本委託料の範囲内で対

応すること。国や他の地方公共団体からの補助金等を本委託事業に充当しな

いこと。 

(3) 事業実績等について、本委託事業終了後にも提出を求める場合がある。 

 

9. 業務委託内容(「農水産物及び加工品の海外輸出」を以下「輸出」という) 

(1) 台湾向け BtoB、BtoC事業 

ア 熊本の農水産物及び加工品の更なる輸出拡大を目的に、台湾において

BtoB(セールスレップ、商談会等)や BtoC(小売店や百貨店での販売フェア

等)の施策を実施すること(どちらか一方でも可)。具体的な実施内容は、

技術提案書に記載すること。 

イ 対象品目 

熊本産の農水産物及び加工品 

ウ 参加事業者への輸出サポート 

参加事業者の輸出をサポートする体制を整備・構築し、現地情勢の共有

や商談、輸出手続き(通関業務、ラベル翻訳等)等について、参加事業者

と直接やり取りし、統括してサポートすること。また、必要に応じて、

本市の「熊本産品輸出パートナー」と連携・協力して事業を実施するこ

と。 

エ 参加事業者の費用負担 

参加事業者の費用負担について、想定される項目を分かりやすい形に整

理したうえで、受託者負担分と参加事業者負担分を明確にして技術提案

書に記載すること。なお、事業実施中に想定外の費用負担が生じた場合

は、受託者と参加事業者で協議し対応・解決し、本市へ報告すること。 

(想定される費用例：サンプル費用、配送料(国内・国外)、原産地証明書

等の必要書類取得費、ラベル翻訳料、栄養成分の検査費用等) 

(記載例：「参加事業者の費用負担は、サンプル費用及びラベル翻訳料の

みとする」、「配送料(国内・国外)以外の本事業にかかる費用は、全て参

加事業者の負担とする」等) 

(2) 参加事業者説明会及びセミナー実施 

ア 参加事業者への説明会及び台湾輸出に関するセミナーを開催すること。 

(セミナー例：輸出成功事例の紹介、輸出状況や規制等の台湾輸出に関す

る基礎知識の周知) 

イ 説明会及びセミナーの開催日や回数、テーマ等の詳細については、技術



提案書に記載すること。 

ウ 説明会及びセミナーの形式は、対面又はオンラインのどちらでも構わな

い。 

(3) KPI(取組目標)の設定 

 本事業の KPIは輸出額とする。提案に当たっては、輸出額目標を設定し、

技術提案書へ記載すること(輸出額は原則として、商品の販売単価×注文数量

で計算する。この計算方法が適さない場合は、技術提案書に計算方法を記載

すること)。また、輸出額以外の KPIについては自由に設定し、技術提案書へ

記載すること。 

(4) その他 

ア 参加事業者の募集 

本事業へ参加する参加事業者は、原則として公募とする。受託候補者の

選定後に本市と協議の上、募集方法等を決定する。 

イ 運営体制の整備 

事業実施に必要な運営体制を整備すること。商社等と連携し、商品提案

から物流まで支援できる体制を整備するなど、輸出拡大に繋げる仕組み

とすること。 

ウ 本事業終了後の展開 

一過性のイベント等ではなく、本事業終了後も継続的な効果を生む工夫

をすること。 

エ 進捗状況の報告 

必要に応じて本市へ進捗状況を報告すること。また、実施状況や結果に

ついては参加事業者へフィードバックを行うこと。 

オ 知的財産権の取扱い 

レシピ、画像、肖像権等の知的財産権の取扱いについては、本市と事前

に協議すること。 

カ 安全管理 

事業実施にあたり、各種申請が必要な場合は取りまとめて行うこと。ま

た、安全管理を徹底し、苦情やトラブル等が生じた場合は、本市と協議

し、適宜対応すること。 

キ オンラインの通信体制 

打ち合わせなどの通信はオンラインでも行える体制を構築するととも

に、参加事業者へのフォローを行うこと。 

ク 情報収集 

海外情勢の情報収集を行い、適宜本市に共有すること。 

 



10. 成果品等 

 事業報告書を、それぞれ紙ベース２部及び電子データ(形式：PDF)にて、令和７

年（２０２５年）３月１４日(金)までに熊本市農業政策課農水ブランド戦略室に

提出すること(様式は任意とする)。 

なお、事業報告書の内容は、以下をまとめたものとする。 

(1) 当事業に係る実施結果や効果の評価 

(2) KPI(成果指標)の測定結果、ヒアリングやアンケートの集計評価 

(3) その他委託業務の実施内容に関するもの 

(4) 実施結果を踏まえ、次年度（令和７年度）以降に向けた課題等の整理及びそ

の解決策の提案 

 

11. 著作権に係る留意事項 

(1) 本業務において、第三者（本市及び受託業者以外の者）が所有する素材を用

いる場合には、著作権処理等を行うこと。 

(2) 本業務により作成した成果品及び委託業務実施にあたり新たに制作、撮影し

たもの等に関する全ての著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２

７条及び第２８条に規定する権利を含む。）は、本市に帰属するものとし、本

業務以外の業務にて、本業務により作成した成果品及び委託業務実施に当た

り新たに制作、撮影したもの等を使用する場合がある。 

 

12. 苦情等の処理及び報告の義務 

 委託業務における事故・トラブル等については、受託者が責任を持って対応す

ること。また、事故・トラブル等が発生した場合は、すみやかに本市に報告する

こと。 

 

13. 個人情報取り扱い特記事項 

(1) 個人情報の取扱については、個人情報の保護に関する法律を遵守しなければ

ならない。 

(2) 受託者は、事業上知り得た情報を事業終了後利用してはならない。 

 

14. その他 

(1) 本仕様書は、業務の大綱を示すものであり、業務の内容の詳細については、

技術提案により選定された事業者と本市との協議により、仕様書を作成し決

定する。 

(2) 本業務に必要な資料等の収集は、受託者が行うものとする。 

(3) 業務の実施に当たっては、適宜、本市と協議及び打ち合わせを行うこと。 



(4) この仕様書に定めのない事項については、必要に応じて本市と協議し実施す

るものとする。 


